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平成 22 年 9 月 8 日 

各      位 

会 社 名  株式会社京王ズホールディングス 

代表者名  代表取締役社長 佐々木英輔 

（コード番号 3731 東証マザーズ） 

問合せ先  取締役管理部長  深野道照  

（TEL．  022－ 722－0333 ） 

 

 

連結子会社との合併に関するお知らせ 
 

当社は、平成 22 年 9 月 8 日開催の取締役会におきまして、平成 22 年 10 月 31 日付で当社の 100％連結

子会社である株式会社遠雷を吸収合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、連結子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示して

おります。 

 

記 

１． 合併の目的 

当社の 100％連結子会社であります株式会社遠雷は、当社グループにおける事業再編対応の中で、

平成 19 年 4 月に、不動産賃貸事業を当社から吸収分割したことにより、事業を開始いたしております。今

回当社グループにおいても重要不動産でもありますショッピングモール「いずみパワーモール」でのテナ

ントの契約が決定したことから、当該ショッピングモールの運営・管理の重要性が増しております。そこで、

不動産賃貸事業については、当社が直接管理し、事業運営にあたることが必要との判断に至りました。よ

って、当社は 100％連結子会社であります株式会社遠雷を吸収合併することを決議いたしております。 

 

２． 合併の要旨 

(1) 合併の日程 

合 併 契 約 書 承 認 取 締 役 会  平成 22 年 9 月 8 日 

合 併 契 約 書 締 結  平成 22 年 9 月 8 日 

臨時株主総会基準日設定公告  平成 22 年 9 月 9 日 

臨 時 株 主 総 会 基 準 日  平成 22 年 9 月 24 日 

合 併 契 約 書 承 認 株 主 総 会  平成 22 年 10 月 29 日（予定）  当社 

合併の予定日（効力発生日）  平成 22 年 10 月 31 日（予定） 

(注) 本合併は、会社法第 784 条第 1 項に定める略式合併の規定により、株式会社遠雷の株主総会の

承認を得ることなく行うものであります。 

 

(2) 合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社遠雷は解散いたします。 
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(3) 合併に係る割り当ての内容 

当社は株式会社遠雷の発行済株式のすべてを保有しているため、本合併に際し、株式その他の金銭等

の割当交付は行いません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

株式会社遠雷は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３． 合併当事会社の概要 

 (1) 商号 株式会社京王ズホールディングス

（存続会社） 

株式会社遠雷 

（消滅会社） 

(2) 事業内容 純粋持株会社 不動産賃貸事業 

(3) 設立年月日 平成 5 年 12 月 16 日 平成 12 年 4 月 21 日 

(4) 本店所在地 宮城県仙台市青葉区中央二丁目

2 番 10 号 

宮城県仙台市青葉区中央二丁目

2 番 10 号 

(5) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐々木 英輔 代表取締役社長 佐々木 英輔 

(6) 資本金の額 11 億 99 百万円 90 百万円 

(7) 発行済株式総数 56,146 株 1,800 株 

(8) 純資産 2,701 百万円 535 百万円 

(9) 総資産 4,039 百万円 1,241 百万円 

(10) 事業年度の末日 10 月 31 日 9 月 30 日 

(11) 従業員数 23 名 2 名 

(12) 大株主及び持株比率 佐々木英輔  15.15% 

（株）光通信  14.93% 

（株）Ｅ・Ｓワン  14.25% 

㈱京王ズホールディングス 100％

①資本関係 当社の完全子会社 

②人的関係 当社の取締役 2 名及び従業員 1 名が取締役を、

監査役 1 名が監査役をそれぞれ兼任 

③取引関係 業務委託 

(13) 当事会社間の関係等 

④関連当事者へ

の該当状況 

当社の完全子会社であり関連当事者に該当 

 

４． 合併後の状況 

(1) 商 号  株式会社京王ズホールディングス 

(2) 本 店 所 在 地  宮城県仙台市青葉区中央二丁目 2 番 10 号 

(3) 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 佐々木 英輔 

(4) 事 業 内 容  事業持株会社及び不動産賃貸事業 

(5) 資 本 金  11 億 99 百万円 

(6) 事 業 年 度 の 末 日  10 月 31 日 

 

５． 業績に与える影響 

本合併は、100％連結子会社との合併であり、連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

以  上 

 


